
証券コード　6488
2019年６月５日

株 主 各 位
名古屋市瑞穂区二野町７番３号
株式会社　ヨ　シ　タ　ケ

取締役社長 山 田 　 哲

第76期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第76期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご
通知申しあげます。
　なお、ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、
2019年６月19日（水曜日）午後５時15分までに到着するようご返送くださいますようお願い申
しあげます。

敬　具
記

1. 日 時 2019年６月20日（木曜日）午前10時
2. 場 所 名古屋市中区金山町一丁目１番１号

ＡＮＡクラウンプラザホテルグランコート名古屋
７階　ザ・グランコートⅠ

3. 会議の目的事項
報 告 事 項 1.　第76期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告、連結

計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果
報告の件

2.　第76期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）計算書類報告の
件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案
第３号議案

監査役２名選任の件
退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

　当日ご出席の場合は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申しあげます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.yoshitake.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（添付書類）
第 76 期 事 業 報 告

( 2018年 4 月 1 日から )2019年 3 月31日まで

1.　企業集団の現況に関する事項
⑴　企業集団の事業の経過およびその成果
当連結会計年度における我が国の経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和政策を背景に、
個人消費においては堅調な所得環境を受け緩やかな回復傾向が続きました。企業部門におい
ては、生産活動は横ばいで推移したものの、企業収益、設備投資は世界的な景況感の回復や
人手不足に伴う省人化・自動化投資が下支えとなり、底堅く推移しました。今後については、
人手不足に伴う人件費の高騰や2019年10月に予定されている消費税率引き上げによる国内
経済への影響が懸念されるものの、新天皇陛下即位と新元号制定が景況に与えるプラス効果
が期待されます。一方、海外経済においては米中の貿易摩擦をめぐる緊張感の高まりやアジ
ア新興国における政策動向等により依然不確実性をはらんでおり、近隣諸国における地政学
リスクへの懸念も依然として予断を許さない状況が続いております。
当社グループにおきましては、引き続き国内外のマーケットへ営業活動を強化しました。
国内顧客向け販売においては、工場設備における蒸気配管システム内の温度・圧力・流量な
どの計測データをワイヤレスでモニタリングできる流体監視システム「Wi-Flow」を発売開
始し、高い評価をいただくとともに販売活動を牽引しました。その他工場向け蒸気配管用製
品の好調などもあり、国内売上は堅調に推移しました。海外顧客向け販売においては、米中
の貿易摩擦による影響が懸念されたものの、新規顧客開拓等の積極的な営業活動により、引
き続き中国や北米地域での販売を伸ばすなど、販売活動全体としては好調に推移しました。
この結果、連結売上高は70億８百万円（前期比3.2%増）となりました。
損益面では、生産の効率化、工数低減やコスト削減を徹底したものの、タイ国の当社グル
ープ連結子会社ヨシタケ・ワークス・タイランドへの生産移管に伴う一時的な生産コストの
増加等により、経常利益は８億22百万円（前期比2.9％減)、連結子会社の固定資産売却益な
どにより親会社株主に帰属する当期純利益は７億21百万円（前期比11.5％増）となりまし
た。

⑵　設備投資の状況
　当社グループが当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は４億12百万円で
あります。
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⑶　資金調達の状況
　該当事項はありません。

⑷　企業集団の財産および損益の状況の推移

区 分 第73期
（2015年度）

第74期
（2016年度）

第75期
（2017年度）

第76期
(当連結会計年度)
（2018年度）

売 上 高（百万円） 6,363 6,412 6,787 7,008

経 常 利 益（百万円） 697 854 847 822
親 会 社 株 主に帰属
す る 当 期 純 利 益（百万円） 502 621 647 721

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 78円81銭 97円35銭 101円42銭 113円11銭

総 資 産（百万円） 11,895 12,249 12,725 13,279

純 資 産（百万円） 9,666 10,062 10,730 11,316

１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,504円59銭 1,565円67銭 1,670円58銭 1,762円６銭
　(注)　第76期の状況につきましては、前記「⑴　企業集団の事業の経過およびその成果」に記載のとおりであ

ります。

⑸　重要な親会社および子会社の状況
①　親会社の状況
　該当事項はありません。
②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

ヨシタケ・ワークス・タイランド 745百万バーツ 100.00％ 鋳造品の製造販売および各種バルブ
の製造販売

カ ワ キ 計 測 工 業 ㈱ 10百万円 100.00％ 計測器の設計製造ならびに販売

ヨシタケ・アームストロング㈱ 10百万円 50.00％ 各種バルブの販売
　(注)　宏洋サンテック㈱は、2018年９月19日に清算結了いたしました。

③　他の会社の株式の取得の状況
　該当事項はありません。
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⑹　対処すべき課題
　当社グループは、継続的な成長を目指して次のような課題に取り組み、経営の効率化と業
績の向上に努めてまいります。
①　海外販路の拡大
②　建築設備物件の受注率の向上
③　提案型営業の推進
④　生産リードタイムの短縮
⑤　生産キャパシティの拡大
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご指導を賜りますようお願い申し
あげます。

⑺　主要な事業内容（2019年３月31日現在）
自動調整弁の製造、販売

⑻　企業集団の主要拠点等（2019年３月31日現在）
①　当社
本　社：名古屋市瑞穂区
工　場：愛知県小牧市
営業所：東京都中央区、名古屋市瑞穂区、大阪市西区、札幌市中央区、仙台市宮城野区、

静岡市駿河区、富山県高岡市、広島市中区、福岡市博多区
②　子会社
ヨシタケ・ワークス・タイランド：タイ国チョンブリ
カワキ計測工業㈱：兵庫県明石市
ヨシタケ・アームストロング㈱：名古屋市瑞穂区

(注)宏洋サンテック㈱は、2018年９月19日に清算結了いたしました。
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⑼　使用人の状況（2019年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

使　 用　 人　 数（名) 前連結会計年度末比増減（名）

488 +13
　(注)　使用人数は就業人員であり、臨時従業員を含んでおりません。

臨時従業員数の平均雇用人数は93名であります。

②　当社の使用人の状況
使　用　人　数（名) 前事業年度末比増減（名) 平　均　年　齢（歳) 平均勤続年数（年)

205 +2 41.3 15.8
　(注)　使用人数は就業人員であり、臨時従業員を含んでおりません。

臨時従業員数の平均雇用人数は62名であります。

⑽　主要な借入先の状況（2019年３月31日現在）
　該当事項はありません。

－ 5 －



2.　株式に関する事項（2019年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 22,665,878株
⑵　発行済株式総数 6,967,473株 （自己株式585,134株を含む）
⑶　株主数 1,619名
⑷　上位10名の株主

株 主 名
当社への出資状況

持株数（株） 持株比率（％)

有 限 会 社 プ ラ ス フ ァ イ ブ 2,250,720 35.2
DAIWA CM SINGAPORE LTD-NOMINEE 
PLUS SEVEN PTE. LTD. 697,700 10.9

ワ イ ズ 共 栄 会 439,100 6.8
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託
口） 121,800 1.9

ヨ シ タ ケ 社 員 持 株 会 111,724 1.7

東 芳 工 業 株 式 会 社 103,360 1.6

山 田 怜 子 98,600 1.5

吉 田 　 均 87,840 1.3

島 　 亜 紀 87,740 1.3

株 式 会 社 昭 和 螺 旋 管 製 作 所 84,500 1.3
　(注）1.　当社は、自己株式を585,134株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

2.　持株比率は、自己株式を除く発行済株式総数に対する持株数の割合であります。

3.　新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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4.　会社役員に関する事項
⑴　取締役および監査役の状況（2019年３月31日現在）
会社における地位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 山 田 　 哲

取 締 役 山 田 　 進 相談役

取 締 役 島 　 勝 彦 総務部長兼経理部長

取 締 役 吉 野 幸 司 エンジニアリング事業本部長兼品質保証部長

取 締 役 早 川 健 二 生産本部長

取 締 役 浅 田 幸 男 エンジニアリング事業本部営業本部長

取 締 役 加 藤 　 敦 ㈱セーシン　代表取締役

常 勤 監 査 役 古 平 篤 彦

監 査 役 田 嶋 好 博

監 査 役 林 　 宏 忠 ㈱メイネツ　代表取締役、デルタ㈱　代表取締役
　(注）1.　取締役　加藤　　敦は、社外取締役であります。

2.　監査役　田嶋　好博および林　宏忠は、社外監査役であります。
3.　取締役　加藤　　敦および監査役　田嶋　好博ならびに林　宏忠は東京証券取引所が定める独立役
員であります。

4.　代表取締役　山田　哲および取締役　山田　進ならびに取締役　早川　健二の重要な兼職の状況は
以下の通りであります。
・山田　哲　　ヨシタケ・ワークス・タイランド、カワキ計測工業㈱、アームストロング・ヨシタケお

よびヨシタケ・アームストロング㈱の代表取締役
・山田　進　　ヨシタケ・ワークス・タイランド、カワキ計測工業㈱、アームストロング・ヨシタケお

よびヨシタケ・アームストロング㈱の代表取締役
・早川　健二　ヨシタケ・ワークス・タイランドの代表取締役
5.　当社は、2018年６月25日開催の第75回定時株主総会において定款を変更し、取締役（業務執行取締
役を除く）および監査役の責任限定契約に関する規定を設けております。当該定款に基づき、社外取
締役加藤　敦氏および監査役全員と責任限定契約を締結しております。

6.　当社と社外取締役および各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の
損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は社外
取締役、各監査役とも会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とし、当該責任限定が認められ
るのはその職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がなかった時に限られます。
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⑵　取締役および監査役の報酬等の総額
報 酬 賞 与 支払額合計

（千円）支給人数（名) 支払額（千円) 支給人数（名) 支払額（千円)

取 締 役 7 100,356 ― ― 100,356

監 査 役 3 14,700 ― ― 14,700

合 計 10 115,056 ― ― 115,056
　(注）1.　取締役への支給額には、使用人兼務取締役の使用人部分給与は含まれておりません。

2.　上記のほか、取締役・監査役に対する役員退職慰労引当金繰入額は、13,150千円（うち、取締役７
名11,150千円、監査役３名2,000千円）であります。

⑶　社外役員に関する事項
①　重要な兼職先との関係
　取締役　加藤　敦は株式会社セーシンの代表取締役を務めており、当社と同社との間に
特別な利害関係はありません。
　監査役　林　宏忠は株式会社メイネツおよびデルタ株式会社の代表取締役を務めており、
当社とこれらの会社との間に特別な利害関係はありません。
②　当事業年度における主な活動状況

取 締 役 会 監 査 役 会

出席回数（回) 出 席 率（％) 出席回数（回) 出 席 率（％)

加 藤 　 敦 13回中13回 100.0 ― ―

田 嶋 好 博 13回中12回 92.3 13回中12回 92.3

林 　 宏 忠 13回中13回 100.0 13回中13回 100.0
　(注)　取締役　加藤　敦は、取締役会において議案審議等に必要な発言を適宜行っております。また、監査役

田嶋　好博および林　宏忠は、取締役会において議案審議等に必要な助言を適宜行うとともに、監査役会
において適宜必要な発言を行っております。
③　当事業年度に係る報酬の総額

支 給 人  員（名) 支 給 総 額（千円)

社 外 取 締 役 1 1,200

社 外 監 査 役 2 4,500
　(注)　上記のほか、社外役員に対する役員退職慰労引当金繰入額は以下の通りであります。

社外取締役 １名 250千円
社外監査役 ２名 500千円
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5.　会計監査人に関する事項
⑴　氏名または名称
三優監査法人
（注）  当社の会計監査人であった有限責任監査法人トーマツは、2018年６月25日開催の第75期定時株

主総会終結の時をもって退任いたしました。

⑵　責任限定契約に関する事項
　該当事項はありません。

⑶　会計監査人への報酬等の額
支 払 額（千円)

報酬等の額 19,000

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 19,800
　(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の報酬等の額にはこれらの合計額を
記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠等
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

３．当社の重要な子会社のうち在外子会社については、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けて
います。

⑷　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑸　解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたし
ます。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨および
その理由を報告いたします。
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6.　業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
⑴業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の
業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
①　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体
制
　取締役会は、取締役会規則により会社の業務執行を決議する。子会社における重要事項
についても当社規定に準じた形で議案として提出され取締役会において審議される。代表
取締役は取締役会から委任された当社グループの業務執行の決定を行うとともに、取締役
会決議、社内規定に従い職務を執行する。取締役会が取締役の職務の執行を監督するため、
取締役は取締役会に報告するとともに、他の取締役の職務執行を相互に監視、監督する。
取締役の職務執行状況は監査基準および監査計画に基づき監査役の監査を受けるものとす
る。
　業務執行部門から独立した内部監査室が定期的に当社および重要性の高い子会社に対す
る内部監査を実施し、その結果を被監査部門にフィードバックするとともに、代表取締役
および監査役に適宜報告する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　法令および文書管理規定に基づき、定められた場所に定められた期間を適切に保存およ
び管理する。
　取締役および監査役はこれらの情報を常時閲覧することができる。

③　当社グループの損失の危険管理に関する規程その他の体制
　全社的なリスクは管理部門が統括的に管理するが、各部門固有の業務に付随するリスク
については各部門長が、それぞれ自部門に内在するリスクを把握、分析、評価したうえで
適切な対策を実施するとともに、使用人への教育を実施する。子会社のリスクに関しては
子会社を管轄する取締役および責任者が常時監視するとともに当社取締役会に報告する体
制をとる。
　当社グループ内に不測の事態が発生した場合は、当社社長指揮下の対策本部を設置し、
迅速かつ適正な対応を行い、損害を最小限に抑える体制を整える。

④　当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための基礎として、取締
役会を毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、重要事項の決定なら
びに取締役の業務執行状況の監督等を行っている。年度予算を立案し、全社的および各部
門が実施すべき具体的な目標設定を行う。また、取締役、監査役および部門長により構成
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される予算委員会を毎月１回開催し、各部門長から実績報告を行い、予実績管理を実施す
る。
　子会社においても当社に準じた体制を取るとともに、重要事項ならびに予実績分析を取
締役会に報告する。

⑤　当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
　子会社の経営については、事業の経過について定期的な報告を求めるほか、重要案件に
ついては事前協議を行う。当社から取締役または監査役を派遣し、子会社が当社の経営方
針に沿って適正に運営されていることを確認する体制とする。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項および当該使用人の取締役からの独立性ならびに当該使用人に対する指示の実効
性の確保に関する事項
　監査役は、必要に応じて内部監査担当者を補助者とし、監査業務に必要な事項を命令す
ることができる。内部監査担当者は、監査役会との協議により監査役の要請した事項の臨
時監査を実施し、その結果を監査役会に報告する。
　監査役より監査業務に必要な命令を受けた補助者は、その命令に関して監査役以外の者
の指揮命令を受けない。当該使用人の任免、異動、人事評価に関しては、監査役の同意を
得なければならないものとする。

⑦　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執
行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役からその職務の執行について生ずる費用等の請求があった場合には、当該監査役
の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、直ちにこれを負担する。

⑧　取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体
制
　監査役は取締役会のほか、当社グループ内の重要な会議に出席するとともに、主要な稟
議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて担当取締役（子会社を含
む）または使用人に説明を求めることとする。
　業務運用にかかる不適切な行為の兆候もしくは不適切な行為が発見された場合、発見者
は内部通報制度運用規定に則り取締役および経営者に直接通報する体制を取っており、通
報を受けたものは遅滞なく監査役へ報告する。
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⑨　前号の報告をしたものが当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと
を確保するための体制
　内部通報制度運用規定に基づき総務部長が統括責任者となり、報告者の職場環境が悪化
することのないよう適切な処置を取る。

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制
　監査役会は毎月１回開催され、年間計画に基づき取締役と重要課題等について意見交換
を行う。
　監査役は、内部監査室と定期的な会合を持つほか、会計監査人から会計監査内容につい
て説明を受け、情報の交換を行うとともに、連携して監査の実効性を確保する。

⑵業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当期における主な運用状況は以下のとおりであります。
①　内部統制システム
　当社およびグループ各社の内部統制システム全般の整備・運用状況については内部監査
室による定期的な維持監査による運用確認のほか、組織の改正、関連法令の改正などに対
応し、整備・改定に取り組んでおります。

②　内部監査
　内部管理体制の整備・運用状況につきましては、当社グループ内の内部牽制組織として
社長の直轄で内部監査室を設置し、委嘱を受けた内部監査員１名が年間監査計画に基づき
日常業務の適法性、適正性の監査を実施するとともに、各部門および内部統制上の重要性
の高い子会社に対して業務改善に関する指摘、助言を行い、業務の効率化や改善を図って
おります。

③　取締役会
　取締役会は原則毎月開催され、取締役の職務の執行状況、内部統制システムの運用状況、
経営計画の進捗状況、経営リスク等について審議しております。

④　監査役会
　監査役会は社外監査役２名を含む３名で構成され、客観的で公正な監査を図るほか、各
監査役は取締役会およびその他の重要な会議に出席し、必要に応じて意見を述べるなど、
客観的な立場で取締役の職務執行について監督機能を発揮しております。

……………………………………………………………………………………………………………………………………
本事業報告の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表
（2019年３月31日現在） (単位：千円)

区 分 金 額 区 分 金 額
（資産の部）

Ⅰ 流 動 資 産
1 現 金 及 び 預 金
2 受 取 手 形 及 び 売 掛 金
3 商 品 及 び 製 品
4 仕 掛 品
5 原 材 料 及 び 貯 蔵 品
6 そ の 他

貸 倒 引 当 金
流 動 資 産 合 計

Ⅱ 固 定 資 産
1 有 形 固 定 資 産
⑴ 建 物 及 び 構 築 物
⑵ 機械装置及び運搬具
⑶ 土 地
⑷ リ ー ス 資 産
⑸ 建 設 仮 勘 定
⑹ そ の 他
有 形 固 定 資 産 合 計

2 無 形 固 定 資 産
⑴ そ の 他
無 形 固 定 資 産 合 計

3 投 資 そ の 他 の 資 産
⑴ 投 資 有 価 証 券
⑵ 長 期 貸 付 金
⑶ 繰 延 税 金 資 産
⑷ そ の 他
投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計
資 産 合 計

1,583,912
2,573,167
1,266,261
769,103
907,237
208,860
△283

7,308,259

1,291,537
1,561,003
788,565
30,318
36,736
97,260

3,805,421

55,351
55,351

1,650,263
2,650

182,099
275,605
2,110,618
5,971,390
13,279,650

（負債の部）
Ⅰ 流 動 負 債
1 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 728,368
2 １年内返済予定の長期借入金 19,120
3 リ ー ス 債 務 29,516
4 未 払 法 人 税 等 60,051
5 未 払 消 費 税 等 29,559
6 賞 与 引 当 金 163,504
7 そ の 他 160,789
流 動 負 債 合 計 1,190,908

Ⅱ 固 定 負 債
1 リ ー ス 債 務 9,867
2 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 276,659
3 退 職 給 付 に 係 る 負 債 455,954
4 資 産 除 去 債 務 30,002
固 定 負 債 合 計 772,483
負 債 合 計 1,963,391
（純資産の部）

Ⅰ 株 主 資 本
1 資 本 金 1,908,674
2 資 本 剰 余 金 2,657,905
3 利 益 剰 余 金 6,787,825
4 自 己 株 式 △454,777
株 主 資 本 合 計 10,899,628

Ⅱ その他の包括利益累計額
1 その他有価証券評価差額金 48,751
2 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △1,375
3 為 替 換 算 調 整 勘 定 299,027
その他の包括利益累計額合計 346,404
非 支 配 株 主 持 分 70,226
純 資 産 合 計 11,316,259
負 債 純 資 産 合 計 13,279,650
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連結損益計算書
（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

(単位：千円)
区 分 金 額

Ⅰ 売 上 高 7,008,188
Ⅱ 売 上 原 価 4,232,876

売 上 総 利 益 2,775,311
Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,172,470

営 業 利 益 602,841
Ⅳ 営 業 外 収 益
1 受 取 利 息 43,908
2 受 取 配 当 金 3,330
3 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 201,261
4 そ の 他 20,760 269,260

Ⅴ 営 業 外 費 用
1 支 払 利 息 944
2 売 上 割 引 10,307
3 固 定 資 産 除 売 却 損 321
4 為 替 差 損 30,966
5 そ の 他 6,655 49,195
経 常 利 益 822,906

Ⅵ 特 別 利 益
1 固 定 資 産 売 却 益 115,201
2 投 資 有 価 証 券 償 還 益 4,669 119,871
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 942,777
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 155,848
法 人 税 等 調 整 額 53,625 209,474
当 期 純 利 益 733,303
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 11,425
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 721,877
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連結株主資本等変動計算書
（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

(単位：千円)

項 目
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

2018年４月１日残高 1,908,674 2,657,905 6,270,182 △454,776 10,381,986

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △204,234 △204,234
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 721,877 721,877

自 己 株 式 の 取 得 △1 △1

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連 結 会 計年度中の
変 動 額 合 計 ― ― 517,642 △1 517,641

2019年３月31日残高 1,908,674 2,657,905 6,787,825 △454,777 10,899,628

(単位：千円)

項 目
その他の包括利益累計額

非支配
株主持分

純 資 産
合 計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

2018年４月１日残高 70,948 ― 209,252 280,200 68,800 10,730,988

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △204,234
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 721,877

自 己 株 式 の 取 得 △1

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △22,196 △1,375 89,775 66,203 1,425 67,629

連 結 会 計年度中の
変 動 額 合 計 △22,196 △1,375 89,775 66,203 1,425 585,270

2019年３月31日残高 48,751 △1,375 299,027 346,404 70,226 11,316,259
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1.　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⑴　連結の範囲に関する事項…………連結子会社の数　３社

連結子会社：ヨシタケ・ワークス・タイランド、カワキ計測工業㈱、ヨ
シタケ・アームストロング㈱
宏洋サンテック㈱は2018年９月19日に清算結了している
ため、連結の範囲から除外しております。

⑵　持分法の適用に関する事項………持分法を適用した関連会社の数　２社
持分法を適用した関連会社：アームストロング・ヨシタケ、

エバーラスティング・バルブ
持分法の適用会社のうち決算日が連結決算日と異なる会社については各
社の直近の事業年度にかかる計算書類を使用しております。

⑶　会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準および評価方法
Ａ.　有価証券

その他有価証券………………時価のあるもの……連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額
は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法
Ｂ.　たな卸資産

商品及び製品、………………
仕掛品、原材料

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定)

貯蔵品…………………………主として最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
Ａ.　有形固定資産…………………

(リース資産を除く)
当社および国内連結子会社は定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く)な
らびに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物につ
いては定額法によっております。
在外連結子会社は定額法
なお、主な耐用年数は建物10年～50年、機械装置12年であります。

Ｂ.　無形固定資産…………………定額法
(リース資産を除く)
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Ｃ.　リース資産……………………所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してお
ります。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

③重要な引当金の計上基準
Ａ.　貸倒引当金……………………当社および国内連結子会社は債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

Ｂ.　賞与引当金……………………当社および国内連結子会社は従業員の賞与の支出に備えるため、支給見
込額基準により計上しております。

Ｃ.　役員退職慰労引当金…………当社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計年
度末要支給額を計上しております。

④退職給付に係る会計処理の方法…従業員の退職給付に備えるため、連結会計年度末における退職給付債務
（当社は自己都合要支給額、国内連結子会社は自己都合要支給額から中
小企業退職金共済の要支給額を控除した額、在外連結子会社は所在地国
の制度に基づき計算された期末要支給額）および年金資産に基づき計上
しております。

⑤その他連結計算書類作成のための重要な事項
Ａ.　重要な外貨建の資産…………

又は負債の本邦通貨
への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しております。
なお、在外子会社等の資産および負債は、連結決算日または各社の決算
日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用は期中平均相場
により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定
に含めて計上しております。

Ｂ.　消費税等の会計処理…………税抜方式を採用しております。

2.　表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を当連結会
計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固
定負債の区分に表示しております。
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3.　連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産 建 物 及 び 構 築 物 179,220千円

土 地 322,855千円
そ の 他 固 定 資 産 8,682千円
合 計 510,758千円

上記に対応する債務 流 動 負 債 そ の 他 8,149千円
合 計 8,149千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 4,779,124千円

⑶　期末日満期手形の処理
　当連結会計年度の末日は休日でありますが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当
連結会計年度末残高から除かれている当連結会計年度末日満期手形は次のとおりであります。

受 取 手 形 20,888千円
支 払 手 形 59,906千円
電 子 記 録 債 権 13,484千円
電 子 記 録 債 務 69,162千円
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4.　連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首
の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
の 株 式 数

普通株式 6,967,473株 ―株 ―株 6,967,473株

⑵　剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額
　2018年６月25日開催の第75期定時株主総会決議による配当に関する事項

配 当 金 の 総 額 204,234千円
１株当たり配当額 32円
基 準 日 2018年 3 月31日
効 力 発 生 日 2018年 6 月26日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　2019年６月20日開催予定の第76期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

配 当 金 の 総 額 216,999千円
１株当たり配当額 34円
基 準 日 2019年 3 月31日
効 力 発 生 日 2019年 6 月21日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

－ 19 －



5.　金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項
当社グループは、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、資金の調達を必要とする場合は主
として銀行等金融機関からの借入により行っております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を図っております。
また、有価証券および投資有価証券は株式および債券であり、上場株式および債券については四半期ごと
に時価の把握を行っております。さらに、社員に対し長期貸付けを行っております。
借入金およびファイナンス・リース取引に係るリース債務は、設備投資に係る資金調達および初期費用の
平準化を目的としたものであり、償還日は決算日後最長５年であります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
2019年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額(＊) 時　価(＊) 差 額

①　現金及び預金 1,583,912 1,583,912 ―

②　受取手形及び売掛金 2,573,167 2,573,167 ―

③　投資有価証券

その他有価証券 926,550 926,550 ―

④　長期貸付金 2,650 2,695 45

⑤　支払手形及び買掛金 (728,368) (728,368) ―

⑥　１年内返済予定の長期借入金 (19,120) (19,153) △33

⑦　リース債務（流動負債） (29,516) (29,567) △51

⑧　未払法人税等 (60,051) (60,051) ―

⑨　未払消費税等 (29,559) (29,559) ―

⑩　リース債務（固定負債） (9,867) (9,923) △56
　(＊)　負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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　(注１)　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
①　現金及び預金、②　受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

③　投資有価証券
投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引先金融機関等から提示
された価格等によっております。

④　長期貸付金
長期貸付金の時価は、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切
な指標により割り引いた現在価値により算定しております。

⑤　支払手形及び買掛金、⑧　未払法人税等、⑨　未払消費税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

⑥　１年内返済予定の長期借入金、⑦　リース債務（流動負債）、⑩　リース債務（固定負債）
これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入またはリース取引を行った場合に想定される利
率で割り引いた現在価値により算定しております。

　(注２)　関連会社株式（連結貸借対照表計上額712,300千円）および非上場株式（連結貸借対照表計上額11,412
千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるため、関連会社株式については開示を省略し、非上場株式について
は「③　投資有価証券　その他有価証券」に含めておりません。

6.　１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,762円６銭
１株当たり当期純利益 113円11銭
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貸 借 対 照 表
（2019年３月31日現在） (単位：千円)

区 分 金 額 区 分 金 額
（資産の部）

Ⅰ 流 動 資 産
1 現 金 及 び 預 金
2 受 取 手 形
3 電 子 記 録 債 権
4 売 掛 金
5 製 品
6 仕 掛 品
7 原 材 料 及 び 貯 蔵 品
8 前 払 費 用
9 関 係 会 社 短 期 貸 付 金
10 そ の 他
流 動 資 産 合 計

Ⅱ 固 定 資 産
1 有 形 固 定 資 産
⑴ 建 物
⑵ 構 築 物
⑶ 機 械 及 び 装 置
⑷ 車 両 運 搬 具
⑸ 工具、器具及び備品
⑹ 土 地
⑺ リ ー ス 資 産
⑻ 建 設 仮 勘 定
有 形 固 定 資 産 合 計

2 無 形 固 定 資 産
⑴ 商 標 権
⑵ ソ フ ト ウ ェ ア
⑶ リ ー ス 資 産
⑷ 電 話 加 入 権
⑸ ソフトウェア仮勘定
無 形 固 定 資 産 合 計

3 投 資 そ の 他 の 資 産
⑴ 投 資 有 価 証 券
⑵ 関 係 会 社 株 式
⑶ 従業員に対する長期貸付金
⑷ 関係会社長期貸付金
⑸ 長 期 前 払 費 用
⑹ 繰 延 税 金 資 産
⑺ 会 員 権
⑻ 保 険 積 立 金
⑼ そ の 他
投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計
資 産 合 計

988,516
456,091
565,508
1,325,347
865,786
438,896
458,761
29,397
160,000
183,807
5,472,114

275,476
7,176

166,854
7,072
73,446
362,308
27,866
10,483
930,685

145
36,228
5,275
6,895
3,765
52,309

937,963
3,205,323

2,280
120,000
18,679
250,924
37,988
159,787
42,712

4,775,670
5,758,665
11,230,779

（負債の部）
Ⅰ 流 動 負 債
1 支 払 手 形 136,521
2 電 子 記 録 債 務 268,734
3 買 掛 金 267,394
4 リ ー ス 債 務 28,276
5 未 払 金 79,631
6 未 払 費 用 67,412
7 未 払 法 人 税 等 12,076
8 未 払 消 費 税 等 23,525
9 前 受 金 57
10 預 り 金 9,484
11 デ リ バ テ ィ ブ 債 務 1,977
12 賞 与 引 当 金 144,953
流 動 負 債 合 計 1,040,045

Ⅱ 固 定 負 債
1 リ ー ス 債 務 8,429
2 退 職 給 付 引 当 金 393,128
3 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 276,659
4 資 産 除 去 債 務 30,002
固 定 負 債 合 計 708,220
負 債 合 計 1,748,266
（純資産の部）

Ⅰ 株 主 資 本
1 資 本 金 1,908,674
2 資 本 剰 余 金
⑴ 資 本 準 備 金 2,657,539
⑵ そ の 他 資 本 剰 余 金 366
資 本 剰 余 金 合 計 2,657,905

3 利 益 剰 余 金
⑴ 利 益 準 備 金 142,525
⑵ そ の 他 利 益 剰 余 金
固定資産圧縮積立金 6,558
繰 越 利 益 剰 余 金 5,174,248

利 益 剰 余 金 合 計 5,323,333
4 自 己 株 式 △454,777
株 主 資 本 合 計 9,435,136

Ⅱ 評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金 48,751
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △1,375
評 価 ・換算差額等合計 47,376
純 資 産 合 計 9,482,512
負 債 純 資 産 合 計 11,230,779
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損 益 計 算 書
（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

(単位：千円)
区 分 金 額

Ⅰ 売 上 高 5,918,866
Ⅱ 売 上 原 価
1 製 品 期 首 た な 卸 高 925,416
2 当 期 製 品 製 造 原 価 3,897,502
合 計 4,822,918
3 製 品 期 末 た な 卸 高 865,786 3,957,131
売 上 総 利 益 1,961,734

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,825,164
営 業 利 益 136,570

Ⅳ 営 業 外 収 益
1 受 取 利 息 5,233
2 有 価 証 券 利 息 43,297
3 受 取 配 当 金 230,407
4 受 取 賃 貸 料 3,269
5 そ の 他 16,253 298,460

Ⅴ 営 業 外 費 用
1 支 払 利 息 626
2 売 上 割 引 9,630
3 為 替 差 損 9,342
4 試 作 品 処 分 損 4,071
5 そ の 他 2,378 26,049
経 常 利 益 408,981

Ⅵ 特 別 利 益
1 投 資 有 価 証 券 償 還 益 4,669
2 子 会 社 清 算 益 104,854 109,524
税 引 前 当 期 純 利 益 518,505
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 74,258
法 人 税 等 調 整 額 1,621 75,880
当 期 純 利 益 442,625
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株主資本等変動計算書
（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

(単位：千円)

項 目

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮
積立金

繰越利益
剰余金

2 0 1 8年４月１日残高 1,908,674 2,657,539 366 2,657,905 142,525 7,009 4,935,406 5,084,942 △454,776 9,196,746
事 業 年 度 中 の 変 動 額
固定資産圧縮積立金の取崩 △451 451 ― ―
剰 余 金 の 配 当 △204,234 △204,234 △204,234
当 期 純 利 益 442,625 442,625 442,625
自 己 株 式 の 取 得 △1 △1
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額 )
事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― ― △451 238,841 238,390 △1 238,389
2 019年３月31日残高 1,908,674 2,657,539 366 2,657,905 142,525 6,558 5,174,248 5,323,333 △454,777 9,435,136

(単位：千円)

項 目
評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算

差額等合計
20 1 8年４月１日残高 70,948 ― 70,948 9,267,695
事 業 年 度 中 の 変 動 額
固定資産圧縮積立金の取崩 ―
剰 余 金 の 配 当 △204,234
当 期 純 利 益 442,625
自 己 株 式 の 取 得 △1
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額 ) △22,196 △1,375 △23,572 △23,572

事業年度中の変動額合計 △22,196 △1,375 △23,572 214,817
2 019年３月31日残高 48,751 △1,375 47,376 9,482,512
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1.　重要な会計方針
⑴　有価証券の評価基準および評価方法
①子会社株式および関連会社株式……移動平均法による原価法
②その他有価証券………………………時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法

⑵　たな卸資産の評価基準および評価方法
①製品、仕掛品、原材料………………総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)
②貯蔵品…………………………………最終仕入原価法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

⑶　固定資産の減価償却方法
①有形固定資産…………………………
（リース資産を除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
ならびに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物
については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は建物10年～50年、機械装置12年であります。

②無形固定資産…………………………
（リース資産を除く）

定額法

③リース資産……………………………所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用して
おります。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

⑷　引当金の計上基準
①貸倒引当金……………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金……………………………従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額基準により計上してお
ります。

③退職給付引当金………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
（自己都合要支給額）および年金資産に基づき計上しております。

④役員退職慰労引当金…………………役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を
計上しております。
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⑸　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①外貨建の資産又は負債の……………
本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。

②消費税等の会計処理…………………税抜方式を採用しております。

2.　表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を当事業年
度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負
債の区分に表示しております。

3.　貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産 建 物 179,220千円

土 地 322,855千円
合 計 502,075千円
なお、当事業年度末において担保権によって担保されている債務の残
高はありません。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 3,277,761千円

⑶　保証債務
　他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。
カワキ計測工業㈱ 19,120千円

⑷　関係会社に対する金銭債権債務 短 期 金 銭 債 権 265,983千円
短 期 金 銭 債 務 171,486千円

⑸　期末日満期手形の処理
　当事業年度の末日は休日でありますが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当事業
年度末残高から除かれている当事業年度末日満期手形は次のとおりであります。

受 取 手 形 22,352千円
支 払 手 形 44,984千円
電 子 記 録 債 権 8,416千円
電 子 記 録 債 務 69,162千円
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3.　損益計算書に関する注記
関係会社との取引高 売 上 高 398,170千円

仕 入 高 1,699,903千円
材 料 有 償 支 給 高 163,945千円
営業取引以外の取引高 362,536千円

4.　株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数 普 通 株 式 585,134株

5.　税効果会計に関する注記
　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
未 払 事 業 税 6,618千円
賞 与 引 当 金 44,355千円
退 職 給 付 引 当 金 120,297千円
役員退職慰労引当金 84,657千円
資 産 除 去 債 務 9,180千円
会 員 権 評 価 損 17,262千円
在 庫 評 価 損 12,157千円
減 損 損 失 8,827千円
そ の 他 11,243千円
繰延税金資産小計 314,601千円
評 価 性 引 当 額 △38,011千円
繰延税金資産合計 276,590千円

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △21,354千円
固定資産圧縮積立金 △3,172千円
そ の 他 △1,139千円
繰延税金負債合計 △25,665千円
繰延税金資産の純額 250,924千円
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6.　関連当事者との取引に関する注記
子会社

種類 会社等の名称 議決権の
所有割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科　目 期末残高
（千円）

子会社
ヨシタケ・
ワークス・
タイランド

直接
100.0

当社製品の
製造

役員の兼任

製品等の
仕入(注1)

1,586,103
(注3) 買掛金 156,321

製品等の
販売(注1)

112,885
(注3) 売掛金 60,040

資金の
貸付け(注2) 100,000

関係会社
短期
貸付金

160,000

資金の
返済(注2) 130,000

関係会社
長期
貸付金

120,000

利息の
受取り(注2) 4,806 流動資産

（その他） 596

原材料等の
有償支給
(注1)

142,948 流動資産
（その他） 129,452

　(注１)　価格その他の取引条件は市場実勢を参考に当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しておりま
す。

　(注２)　資金の貸付けについては、貸付実行時に市場金利を勘案し、合理的に決定した固定金利としておりま
す。なお、担保は受け入れておりません。

　(注３)　取引金額には消費税等は含まれておりません。
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7.　退職給付に関する注記
⑴　採用している退職給付制度の概要
　当社は退職年金規定に基づき、退職一時金制度を設けております。
　当社は退職一時金制度による事業年度末における自己都合要支給額から年金資産を控除し退職給付引
当金を計算する簡便法を採用しております。

⑵　確定給付制度
①簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金期首残高 441,811千円
退職給付費用 56,828千円
退職給付の支払額 56,758千円
制度への拠出額 48,753千円
退職給付引当金期末残高 393,128千円

②退職給付債務および年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
積立型制度の退職給付債務 423,793千円
年金資産 △423,793千円

―千円
非積立型制度の退職給付債務 393,128千円
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 393,128千円

退職給付引当金 393,128千円
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 393,128千円
（注）確定給付年金が一時金制度の内枠となっているため、自己都合

要支給額のうち年金資産相当部分を積立型として記載し、年金
資産を超える部分を非積立型として記載しております。

③退職給付費用
簡便法で計算した退職給付費用 56,828千円

8.　１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,485円74銭
１株当たり当期純利益 69円35銭
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年５月17日
株 式 会 社　ヨ　シ　タ　ケ
取　締　役　会　　御　中

三優監査法人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 林 　 寛 尚 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 八 代 英 明 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ヨシタケの2018年4月1日から2019年3月31日ま
での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連
結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及
び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
株式会社ヨシタケ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。
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その他の事項
　会社の2018年3月31日をもって終了した前連結会計年度の連結計算書類は、前任監査人によって監査が実施されて
いる。前任監査人は、当該連結計算書類に対して2018年5月17日付けで無限定適正意見を表明している。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年５月17日
株 式 会 社　ヨ　シ　タ　ケ
取　締　役　会　　御　中

三優監査法人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 林 　 寛 尚 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 八 代 英 明 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社ヨシタケの2018年4月1日から2019年3月31
日までの第76期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並
びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明
細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附
属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対す
る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリ
スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及び
その附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及
びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示
を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正
に表示しているものと認める。
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その他の事項
　会社の2018年3月31日をもって終了した前事業年度の計算書類及びその附属明細書は、前任監査人によって監査が
実施されている。前任監査人は、当該計算書類及びその附属明細書に対して2018年5月17日付で無限定適正意見を表
明している。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第76期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監
査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1.　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受ける
ほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締
役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
　また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則
第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されてい
る体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から
事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討
いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら｢職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制｣(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を｢監査
に関する品質管理基準｣(2005年10月28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対照表、損益計算書及
び株主資本等変動計算書)及びその附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株
主資本等変動計算書)について検討いたしました。
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2.　監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに
関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年５月17日

株式会社ヨシタケ 監 査 役 会 常勤監査役 古 平 篤 彦 ㊞
社外監査役 田 嶋 好 博 ㊞
社外監査役 林 　 宏 忠 ㊞

以　上

－ 35 －



株主総会参考書類

第１号議案　　剰余金処分の件
　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
　第76期の期末配当につきましては、当事業年度の業績ならびに今後の
事業展開等を勘案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。
①　配当財産の種類
　金銭といたします。

②　配当財産の割り当てに関する事項およびその総額
　当社普通株式１株につき金34円にいたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は216,999,526円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　2019年６月21日といたしたいと存じます。
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第２号議案　　監査役２名選任の件
　監査役田嶋　好博、林　宏忠が、本総会の終結の時をもって任期満了とな
りますので、監査役２名の選任をお願いするものであります。
　監査役候補者は次のとおりであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

候補者
番 号

氏 名
( 生 年 月 日 ) 略歴、地位および重要な兼職の状況 所有する当

社の株式数

１
はやし

林 　
ひろ

宏
ただ

忠
(1969年10月７日生)

2004年４月 株式会社名古屋熱錬工業所（現　株式会社
メイネツ）入社

―株
2009年10月 同社専務取締役
2011年４月 同社代表取締役社長（現任）
2013年４月 デルタ株式会社代表取締役（現任）
2015年６月 当社監査役（現任）

現在に至る

２

※
みず

水
たに

谷
ひろ

博
ゆき

之
(1952年１月３日生)

1990年６月 名古屋弁護士会登録

―株

2004年４月 名古屋弁護士会副会長
2008年４月 名古屋家庭裁判所調停委員（現任）
2009年４月 中部地方交通審議会船員部会委員
2011年５月 株式会社カーマ（現　ＤＣＭカーマ株式会

社）社外監査役（現任）
2011年６月 愛知県収用委員会委員
2012年11月 愛知県公害審査会委員
2017年６月 株式会社丸順社外監査役（現任）

現在に至る
　(注）1．※印は、新任の監査役候補者であります。

2．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
3．林　宏忠および水谷　博之の両氏は社外監査役候補者であります。
4．社外監査役候補者に関する事項
(1) 社外監査役候補者とした理由は以下のとおりであります。
林　宏忠氏は株式会社メイネツの代表取締役として経営経験があり、社外監査役候補者として申し
分ないものとして考え選任しております。
なお、同氏の当社社外監査役就任期間は本総会終結の時をもって４年であります。
水谷　博之氏は、過去に社外取締役および社外監査役になること以外の方法で経営に関与したこと
はありませんが、弁護士としての豊富な経験と見識を有し、社外監査役候補者として申し分ないも
のとして考え選任しております。

(2) 林　宏忠氏の再任が承認された場合には、当社は同氏との間に会社法第427条第１項に基づき、同
法第423条第１項の損害賠償責任の限度額を法令が定める額とする契約を継続する予定であります。
また、水谷　博之氏の選任が承認された場合は、同内容の責任限定契約を締結する予定であります。

(3) 林　宏忠氏の再任が承認された場合には、同氏は東京証券取引所が定める独立役員となります。ま
た、水谷　博之氏につきましても、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、
同氏の選任が承認された場合には、独立役員として指定する予定であります。
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第３号議案　　退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
　本総会の終結の時をもって監査役を退任されます田嶋　好博氏に対し、在
任中の功労に報いるため当社所定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金
を贈呈したいと存じます。
　なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等につきましては監査役の協
議にご一任いただきたいと存じます。
　退任監査役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

田 嶋 好 博 2011年９月　当社監査役
　　　　　　現在に至る

以　上
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〔メ モ 欄〕
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